
令和6年度山形県の一般会計補正予算(第5号)は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算の補正)

第1条歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞ才し45,682,000千円をi助nし、歳入歳出予算の総額を、歳

入歳出それぞれ769,927,456千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第1表歳入歳出予算補正」による。

(繰越明許費の補正)

第2条繰越明許費のi助U及び変更は、「第2表繰越明許費補正」による。

(地方債の補正)

第3条地方債の変更は、「第3表地方債補正」による。

令和6年度山形県一般会計補正予算(第5号)



第1表

歳

歳入歳出予算補正

入

款

県 税

項

県

補正

2

民

事

^

3

月1」

税

業

地方消費税

の

4

額

110,300,000

税

不動産取得税

補

5

33,819,000

県たぱ

正

6

24,510,000

ゴルフ場利用税

額

(単位:千円)

7

税

23,135,000

軽油引取税

8

・十

自

1,893,000

2

9

地方消費税清算金

動

110,300,000

鉱

1,173,000

車

10

税

狩

区

33,819,000

3

103,000

H

地方譲与税

税

猟

産業廃棄物税

24,5]0,000

8,757,000

税

16,757,000

23,135,000

地方消費税清算金

1,893,000

2,000

1,173,000

2,000

特別法人事業譲与
税

149,000

103,000

2

51,400,000

地方揮発油譲与税

8,757,000

3

51,400,000

石油ガス譲与税

]6,757,000

4

22,119,025

自動車重量譲与税

2,000

19,400,000

2,000

2,400,000

149,000

51,400,000

100,000

51,400,000

100,000

22,119,025

19,400,000

2,400,000

100,000

100,000

こ



款

4 地方特例交付金

項

6 森林環境譲与税

5

7

地方交付税

航空機燃料譲与税

補正

6

ーユ^

交通安全対策特別
交付金

月1」

地方特例交付金

の 額

7

補

89,025

分担金及び負担金

地方交付税

正

30,000

3,100,000

額

(単位:千円)

交通安全対策特別
交付金

3,100,000

8 使用料及び手数料

斗

185,783,134

185,783,134

フJ

2

89,025

担

負

280,000

30,000

金

担

36,592

9

3,100,000

280,000

国庫支出金

金

36,592

使

2,261,145

3,100,000

2

185,819,726

用

手

1,428,]99

3

料

185,819,726

数

県証紙収入

832,946

2,228,399

料

6,380,171

10

280,000

1,957,628

財

国庫負担金

4,604,016

産

280,000

2

270,フ71

収

国庫補助金

4,489,544

64,096

入

3 委

1,712,059

3,385,827

103,289,361

1,103,717

金

52,281,322

6,380,171

49,429,464

4,604,016

24,266,109

1,578,575

64,096

1,308,467

1,336

1,712,059

24,264,フ73

]27,555,470

52,282,658

73,694,237

1,578,575

1,308,467

託



款

Ⅱ 寄

項

附

財産運用収入

12 繰

金

2 財産売払収入

補正

入 金

ーユ^

月1」

寄

の 額

附

13 繰

補

403,813

金

特別会計繰入金

正

904,654

越

2 基金繰入金

2,766,362

]4

額

(単位:千円)

金

3

諸

公営企業繰入金

2,766,362

収

40,444,370

入

繰

381,537

403,813

越

39,962,833

904,654

]

金

延滞金、加算金及
び過料等

2,766,362

100,000

2 県預金利子

3,075,871

2,766,362

3 公営企業貸付金元
利収入

40,444,370

3,075,871

4

H9,855,150

貸付金元利収入

巧

381,537

5

県

受託事業収入

39,962,833

67,253

6 収益事業収入

100,000

債

8

314

雑

11,400,000

3,075,871

100,827,793

3,075,871

入

119,855,150

県

1,362,232

2,042,608

67,253

債

4,154,950

71,882,400

314

11,400,000

]00,827,793

71,882,400

1,362,232

19,150,900

2,042,608

19,150,900

4,154,950

91,033,300

91,033,300

計



款

歳 入

項

計

補正
^

月1」 の 額

724,245,456

補 正 額

45,682,000

(単位:千円)

769,927,456

計

合



歳 出

款

] 議

2

費

総

項

務 費

議

補正
゛"'▲

月1」

費

総務管理費

の

2

額

JL

1,142,203

補

3

画

徴

1,142,203

正

4

費

税

38,052,071

市町村振興費

額

(単位:千円)

5

費

18,084,635

選

6

斗

挙

防

8,112,516

3

7

民

費

19,078

災

統計調査費

4,78],]99

1,142,203

8

生

費

人事委員会費

1,142,203

856,249

費

9 監査委員費

38,071,]49

2,724

1,545,894

18,084,635

4,029,517

社会福祉費

8,115,240

4

387,485

2

衛

児童福祉費

4,781,199

124,]70

3

生

]6,354

生活保護費

130,406

856,249

費

4

82,703,002

災害救助費

1,545,894

57,098,925

4,045,871

23,316,737

公衆衛生費

387,485

2

68,000

環境衛生費

1,938,734

124,170

348,606

]30,406

68,000

23,416,083

82,フ71,002

57,098,925

3,500,367

23,384,737

3,110,8]6

1,938,734

348,606

23,416,083

3,500,367

3,110,816

会

会



款

5

項

働

3 保

費

4

健

医

所

補正

費

薬

^

月1」

費

労

の

6

2

農林水産業費

額

政

職業訓練費

1,669,530

補

3

費

失業対策費

15,135,370

正

4 労働委員会費

2,387,862

額

(単位:千円)

1,224,289

・十

農

863,689

2

業

畜

7

1,669,530

225,07フ

3

商

産

費

農

15,135,370

業

74,807

4

工

費

43,225,365

地

林

2,387,862

費

5

費

業

11,105,887

水

1,224,289

産

費

1,690,305

8

業

14,684,495

863,689

士

費

19,452,695

商

225,07フ

2

木

業

工

9,524,563

費

3

74,807

鉱

費

観

57,909,860

1,451,915

業

13,113,073

108,526,578

費

光

11,105,887

],]78,722

101,655,125

費

土木管理費

1,690,305

2

392,700

道路橋りょう費

32,565,768

5,51],568

1,690,956

]0,703,285

1,359,885

1,045,846

74,450,169

1,844,615

645,110

110,217,534

3,393,916

102,700,971

38,180,145

29,219,471

6,156,678

],359,885

13,869,450

103,669,640

3,393,916

52,049,595

労



款 項

3 河川海岸費

9

4

警

港

補正

5

察

湾

都市計画費

費

^

6

目1」

費

住

10

の

教

額

宅

22,662,752

補

費

警察管理費

4,310,631

正

費

2 警察活動費

4,098,406

額

(単位:千円)

14,091,961

1,804,319

・十

445,360

28,074,816

教育総務費

2

812,700

26,163,119

ノ」、

36,754,713

3 中

1,911,697

4,755,991

校

4

112,709,443

費

高等学校費

4,911,106

校

5

費

特別支援学校費

14,392,906

11

1,804,319

6

災害復旧費

36,539,400

大

28,074,816

7

21,537,332

社会教育費

26,163,119

8

費

保健体育費

25,491,372

1,911,697

112,709,443

9,954,694

農林水産施設災害
復旧費

2,768,231

14,392,906

2 公共士木施設災害
復旧費

36,539,400

1,212,974

3 教育施設災害復旧
費

21,537,332

812,534

57,833,975

25,491,372

6,236,274

9,954,694

51,100,576

2,768,231

1,212,974

169,179

8]2,534

57,833,975

6,236,274

51,100,576

169,179

学

学

育

学



款

12 "、

項

債

4 社会福祉施設災害
復旧費

13

費

諸

5 自然公園施設災害
復旧費

支

補正

出 金

^

月1」

'、

の 額

債

補

300,946

2

費

公営企業貸付金

正

27,000

3

88,97フ,592

地方消費税清算金

額

(単位:千円)

4

88,97フ,592

利子割交付金

5

・十

62,696,297

配当割交付金

6 株式等譲渡所得割
交付金

11,400,000

300,946

7

22,078,000

法人事業税交付金

14

8

予

27,000

地方消費税交付金

88,97フ,592

32,925

備

9 ゴルフ場利用税交
付金

88,97フ,592

416,988

10

費

環境性能割交付金

歳

62,696,297

494,208

11,400,000

1,763,827

出

25,832,000

予

22,078,000

備

75,362

32,925

費

計

602,987

416,988

494,208

50,000

1,763,827

50,000

724,245,456

25,832,000

75,362

45,682,000

602,987

50,000

50,000

769,927,456合



第2表

1追

繰越明許費補正

加

款

6農林水産業費

項

3農 地 費

国

事

県

士

業

低コスト・高付加価値化基盤整備事業(一般型)

か

名

ん

低コスト・高付加価値化基盤整備事業(中山間型)

査

が

4林

防

し、

事

業

(単位:千円)

7商

排

防災重点農業用ため池整備事業

災

費

金

水

工

業

5水産業費

事

額

費

森

減

業

8士

林

1商

民

23,628

病

災

木

業

1,788,709

鉱業費2工

有

費

漁

費

事

林

虫

2,631,738

4港

港

地域経済活性化

等

林

業

湾

.

防

6,104,700

道

漁

L P ガス料金負担軽減支援事業

費

除

整

玩

事

948,150

港湾施

備

整

き十

業

1,570,281

事

物価高騰対策事業

酒

備

業

事

長寿命化対策事業

田

49,500

業

港

173,250

整

392,700

備

1,045,846

事

645,110

業

201,600

199,500

15,刀4,712

調

営

害

設

合



2 変 更

款

6農林水産業費

8士 木

項

4林

費

業

2道路橋りょう費

費

事

治

業

道

山

名

路

交通安全道路事業

事

改 築

災害に強いみちづくり事業

ネ甫正月1」

業

事

3河川海岸費

雪に強いみちづくり事業

業

3,104,720

(単位:千円)

道路施設長寿命化対策事業

補正後

1,653,697

河川管理施設長寿命化対策事

業

2,532,169

4,010,520

河川整備補助事業

1,427,378

6,272,647

ダ

4,844,269

ム

740,087

士砂災害対策事業(砂防)

整

4,485,979

1,889,378

備

士砂災害対策事業(地すべり)

事

1,396,337

55,964

士砂災害対策事業(急傾斜地)

業

1,026,397

10,306,129

砂防関係施設長寿命化対策事

業

地域防災力強化型士砂災害対

策事業

85,035

639,764

8,838,397

947,305

海

1,407,946

418,768

保全対策事業

2,949,655

364,095

181,686

982,618

114,130

870,195

228,936

90,143

628,630

829,343岸



款 項

4港 湾

5都市計画費

費

事

地方港湾整備事業

業

累

第3表地方債補正

1変 更

①限度額の変更

街

名

路

都市公園活用推進事業

・十

整

起

備

ネ甫 IE 月1」

事

仁

業

(単位:千円)

士

林

81,074

補正後

の

木

866,559

'、

目

216,394

125,334

/、

1,615,209

的

28,089,451

事

280,444

補正前の限度額

事

業

73,5部,334

業

4,807,600

千円

補正後の限度額

21,872,000

9,812,100

千円

36,018,400

共

共



令和6年度山形県流域下水道事業会計補正予算(第3号)

第1条令和6年度山形県流域下水道事業会計の補正予算(第3号)は、次に定めるところによる。

第2条令和6年度山形県流域下水道事業会計予算(以下「予算」という。)第4条本文括弧書中

「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額131,H9千円」を「当年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額134,528千円」に、「当年度分損益勘定留保資金303,964千円」を「当年度

分損益勘定留保資金300,5郭千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正す

る。

科 既決予定額 補正予定額目 斗

収 入

第1款流域下水道事業資本的収入 2,445,105千円 150,000千円 2,595,105千円

業第1項企 仟 637,800千円 37,500千円 675,300千円

第4項国庫補助金 1,175,500千円 75,000千円 1,250,500千円

第6項建 負担金 596,450千円設 633,950千円37,500千円

支 出

第1款流域下水道事業資本的支出 3,052,988千円 150,000千円 3,202,9訟千円

第1項建設改良費 2,444,227千円 150,000千円 2,594,227千円

第3条予算第6条の表中

675,300

千円

起債の目的

流域下水道事業
に改める。

限度額

637,800

千円 を

起債の目的

流域下水道事業

限度額



令和6年度山形県電気事業会計補正予算(第4号)

第1条令和6年度山形県電気事業会計の補正予算(第4号)は、次に定めるところによる。

第2条令和6年度山形県電気事業会計予算第4条本文括弧書中「不足する額1,721,808千円」を「

不足する額1,835,952千円」に、「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額129,300千

円」を「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額139,676千円」に、「建設改良積立金

503,566千円」を「建設改良積立金607,334千円」に改め、資本的支出の予定額を、次のとおり補

正する。

補正予定額 斗既決予定額科 目

第1款資本的支出

第1項建設改良費

114,144千円

H4,144千円

支

1,835,952千円

1,536,郭6千円

1,721,808千円

1,422,412千円

出



特別職の職員に対する退職手当支給条例の一部を改正する条例の制定について

特別職の職員に対する退職手当支給条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

特別職の職員に対する退職手当支給条例の一部を改正する条例

特別職の職員に対する退職手当支給条例(昭和29年1月県条例第1号)の一部を次のように改正

する。

附則に次の1項を加える。

7 令和3年2月14日において知事であつた者には、第2条第1項の規定にかかわらず、同日を含

む任期に係る退職手当は、支給しない。

附則

この条例は、公布の日から施行する。

提案理由

令和3年2月14日において知事であった者に対して退職手当を支給しないこととするため提案す

るものである。


